
報 告 1 (2

東京理科大学との土地譲渡契約 (案)に ついて

契約の概要

(1)締 結者

① 葛 飾区

葛飾区長 青 木 克 徳

② 学 校法人東京理科大学

理 事 長 塚 本 桓 世

東京都葛飾区立石王丁 目13番 1号

東京都新宿区神楽坂一丁 目3番 地

匝国  参 照)

(2)締 結予定 日

平成 23年 11月 1日

(3)譲 渡土地

① 位 置

別添 「位置図」のとお り

② 面  積

6, 242.491f(測 量により変更の可能′性あり)

2 土 地譲渡契約書 (案)の 概要 (詳細

(1)総   則 (第 1条 )

葛飾区は、表示土地を大学 (学校教育法に定める4年 制大学、 6年 制大学、大
学院及びその附属施設)の 用途に供することを条件 として、学校法人東京理科大
学に譲 り渡すものとする。

(2)譲 渡代金 (第2条 )

2, 351, 499, 167円 (測量等により変更の可能性あり)(内訳) [薪
瞥 2 ,  ! 3乳 8 8 8 1 ! : ,呂

(3)譲 渡代金の支払及び所有権の移転等 (第3条 及び第 4条 )
① 譲 渡代金の支払 日    平 成 23年 11月 1日

② 所 有権移転及び引渡日  平 成 23年 11月 1日

(4)建 設等義務 (第5条 )

学校法人東京理科大学は、表示土地を譲 り受けるにあたり、供用期限日である
平成 30年 3月 18日 までに大学としての土地の用途に供 し、次の内容を遵守 し
なければならない。

① 平 成 30年 3月 18日 までに、大学施設の建設を完了すること。



② 開 設した日から20年 以上、表示土地を大学として供すること。

③ 葛 飾区新宿六丁目地区景観ガイ ドライン等に基づいた計画とすること。
④ 開 設した日から20年 を経過する間に、表示土地の所有権の移転や大学と異
なる用途などに供しようとするときは、葛飾区の承諾を得ること。 等

(5)違 約金 (第6条 )

学校法人東京理科大学は、平成 32年 3月 18日 までの間に、表示土地が供用
期限日において大学として供されない場合や葛飾区の承諾を得ずに表示土地の所
有権を移転する場合などの際には、譲渡代金の 20%を 上限として違約金を葛飾
区に支払 うものとする。

(6)契 約解除権等 (第7条 )

葛飾区は、平成 32年 3月 18コ までの間に、表示土地が供用期限日において

大学として供されない場合や葛飾区の承諾を得ずに表示土地の所有権を移転する

場合などの際には、契約を解除し、又は表示土地を買い戻すことができる。

(7)使 用料相当額の支払義務 (第8条 )

学校法人東京理科大学は、葛飾区が契約を解除し、又は表示土地の買戻 しを行
った場合には、引渡日からの使用料相当額を支払 うものとする。

(8)損 害貯償 (第9条 )

学校法人東京理科大学は、葛飾区が契約を解除し、又は表示土地の買戻しを行
つた場合において、葛飾区の損害の額が違約金 と使用料相当額の合計額を超える
ときは、その超える額を支払 うものとする。

(9)霧 疵担保、土壌汚染及び地中障害物 (第12条 。第 13条 ・第 14条 )

表示土地の隠れた報疵や士壌汚染、地中障害物の存在については、次の内容に

より、平成 25年 11月 1日 までに通知されたものに限り、葛飾区は、その責め

を負 うものとする。

① 頼 疵担保

物件目録に示す盛土、枠石等及び杭について、葛飾区は、その撤去の責めを

負わないものとし、油分については、大学整備や通常の土地利用に支障がある

場合において、双方協議により決定するものとする。

② 土 壌汚染

土地の引渡日における土壌汚染対策法等の基準に適合しない土壌汚染の存在
が判明した場合には、葛飾区がその責めを負 うものとする。

③ 地 中障害物

物件目録に示す盛土、砕石等及び杭以外の地中障害物の存在が判明した場合に

は、葛飾区がその責めを負 うものとする。
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別  紙

土 地 譲 渡 契 約 書  ( 案)   i   l
l 印 紙 |

譲渡人葛飾区 (以下 「甲」 とい う。)と 譲受人学校法人東京理科大学 (以下 「乙」とい

う。)は 、甲の所有する土地の譲渡に関して、次のとお り土地譲渡契約を締結する。

(総則 )

第 1条  甲 は、別記 1土 地 目録に表示す る土地 (以下 「表示土地」とい う。)を 、大学 (学

校教育法 (昭和 2 2年 法律第 2 6号 )に 定める4年 帝」大学、 6年 制大学、大学院及びそ

の附属す る施設の ことをい う。以 下同 じ3 )の 用途 (以下 i土地の用途ど とい う。)に 供

することを条件 として、乙に譲 り渡す もの とする。

(譲渡代金 )

第 2条  こ の契約に基づ く表示 土地の譲渡代金 (以下 「譲渡代金」とい う。)は 、米* * *

金 2 ,  3 5 1 ,  4 9 9 ,  1 6 7円 とす る.

2  表 示土地の高横は、別記 ユ土地 目録の表示によるもの とし、後 日、再実損Jの結果、差

異が生 じても、甲乙互いに異議 を中し立てず、譲渡代金 を増減 し/ないもの とする。

(譲渡代金の支払)

第 3条  乙 と、前条に規定す る譲渡代金を、平成 2 3年 1 1月 1日 に、甲の定める方法に

より甲に支払 うもの とす る。

(所有権の移転等)

第 4条  甲 は、前条に規定する譲渡代金の支払いの完了と同時に、乙に対 して表示土地の

所有権を移転 し、また、表示土地を引き渡すものとする。

( 建設等義務)

第 5条  乙 は、前条の規定に基づ き表示土地の引渡 しが完了 した 日 (以下 「引渡 閣」 とい

う。)か ら、平成 3 0年 3月 1 8日 (以下 「供用期限 日」 とい う。)ま でに土地の用途に

一　
入

一
収



供し、次の各号を遵守 しなければならない。

一 供 用期限日までに、表示土地に、大学 (附属施設を含む。)に かかる建築物 (以下

「建築物」とい う。)の 建設を完了すること。

二 表 示土地を土地の用途に供 した 日から起算 して 2 0年 以 上、土地の用途に供するこ

と。

三 建 築物の建設に際 しては、「葛飾区新宿六丁 目地区 景 観形成の手引き」及び「葛飾

区新宿六丁 目地区 景 観 ガイ ドライン」に基づいた計画とすること。

四 建 築物の建設に関し、第二者から苦情、異議の申立て、損害賠償請求等があつたと

きは、乙の責任においてこれ らを解決すること。

五 甲 が表示土地の使用者 しくは使用計画に関して調査をするときは、これに協力する

ものとし、表示土地の使用若 しくは使用計画に関と/て報告を求め、又は必要な資料の

提出を求めたときは、これに応ずること。

六 建 築物について、確認の申請書 (建築基準法 (昭和 2 5年 法律第 2 0 1号 )第 6条

第 1項 に規定する確認の申請書をい う。)を 提出する前並びに確認済証 (建築基準法

第 6条 第 1項 に規定する確認済証をい う。)及 び検査済証 (建築基準法第 7条 第 5項

に規定する検査済証をい う。)の 交付を受けた後、速やかに、甲に対 し、その写 しそ

の他関係図書を提出すること。

七 第 7条 第 1項 の規定により甲がこの契約を解除 し、文は表示土地を買い戻 したとき

は、甲に対 してイp rらの請求を行わないこと。

人 こ の契約の締結 日以後、乙が表示土地を土地の用途に供 した 日から起算 して 2 0

年を経過するまでの間に、乙が次のイからハに規定する行為をしようとするときは、

甲のよ詰を得ること。

イ 表 示 + i地の全部又は一部について所有権を移転 し、又は地上権、質権若 しくは

抵当権その他の担保を目的とする権利、使用貸借による権利若 しくは賃借権その

他の使用及び収益を目的とする権利を設定 し、変長し、若 しくは移転 しようとす

るとき。

口 建 築物の建設等に伴い通常必要とされる程度を超えて、表示土地の原状を変更

しようとするとき。

ハ 表 示土地を土地の用途 と異なる用途に供 しようとするとき3

九 次 のイ及び口に規定する事由が生 じたときは、甲に対して通知すること。

イ 解 散事由が生じたとき若 しくは合併があったとき又は事業を停止、廃止若 しく

は譲渡 したとき。

口 名 称若 しくは住所若 しくは主たる事務所の所在地を変更 したとき。

2  前 項の規定にかかわらず、甲乙協議により必要 と認め合意 したときは、この期限を変

更できるものとする。



(違約金)

第 6条  乙 は、この契約の締結 目以後、平成 3 2年 3月 1 8日 までの間に、次の各 号の一

に該当するときは、第 2条 第 1項 に規定する譲渡代金の 2 0パ ーセン トを上限として甲

が定める金員を違約金 として、甲の定めるところにより甲に支払 うものとする。この場

合において、支払方法等は甲乙協議の うえ定めるものとする。

一 表 示と地が、第 5条 第 1項 に規定する期間内に土地の用途に供 されないとき.

こ 第 5条 第 1項 第 1号 、第 3号 及び第 8号 に違反する行為があったとき。

二 次 条の規定により甲がこの契約を解除 したとき、又は表示土地を買い戻 したとき。

(甲の契約解除権等 )

韓 7条  甲 は、 この契約の締結 日以後、平成 3 2年 3月 1 8日 ま での間に、次の各号の一

に該 当す る ときは、 この契約 を解除 し又は表示土地を買い戻す ことができる。
一 と ,が、第 3条 に規定す る 日に、第 2条 第 1項 に規定す る譲渡代金 を支払わない とき.

二 装 本 土地が、第 5条 第 1項 に規定する期間内に 上地の用途に供 されない とき。

=  第 5条 第 1項 第 1号 、第 3号 及び第 8号 に達反す る行為があった とき3

ど 前 項α)打1定によ り甲がこの契約 を解除 し又は表示土地を買い戻 した ときは、次の各号

に掲げる とお り取 り扱 うもの とす る。

‐
軒1は、譲渡代金 とし′て乙か ら既 に受領 した額 を乙に返還するもの とす る。

! 1  乙 |よ、直ちに、表示土地をこの契約を締結 t′た時の状態に復 して、 甲の定めると

ころに従い甲に返還す るもの とし、甲への所有権移転登記を要す る場合は、乙は こ

れに協力す るもの とす る.こ の場合において、各返還の方法等は甲乙協議 の うえ定

めるもF )とし、また、 甲が乙に返還す る金額には利癌、を付 さない もの とす る。

=  前 項つ狩定による表示土地の原状回復に要す る費用1は、乙が負担するもの とす る。

(使用料相 当額の支払義務 )

第 8条  = =は 、前条第 1項 の規定によ り甲がこの契約を解除 し、又は表示土地を買い戻 し

た ときは、引渡 日の属す る月か と)前条第 2項 第 2号 の規定により甲が乙か ら表示土地の

返還を受 けた 日の属す る月までの使用料相 当額を、甲の定めるところにより甲に支払 う

もの とす る.こ の場合において、支払方法等は甲乙協議の うえ定めるもの とす る.

2  前 項 に規定する使用料相 当額 の年額は、譲渡代金に 6パ ーセン トの割合を乗 じて得た

額 とし、 1年 未満の端数があるときの 1か 月 当た りの使用料相 当額 は、当該年額に 1 2

分の 1を 乗 じて得た額 とす る。



(損害賠償)

第 9条  乙 は、第 7条 第 1項 の規定により甲がこの契約を解除し、又は表示土地を買い戻

した場合において、甲の受けた損害の額が第 6条 の違約金と前条の使用料相当額 との合

計を超えるときは、甲の請求により、その超える部分に相当する額を甲に支払 うものと

する。

(遅延利層、)

第 1 0条 乙 は、この契約に基づ く金銭債務の履行を遅延 したときは、その遅延 した額につ

いて、その遅延 した期間の 日数に応 じ、年 ( 3 6 5日 当た り) 1 4 . 5 6パ ーセン トの

常Ⅲ合により算定 した額を遅延利虐、として甲に支払 うものとする。

( 相殺等)

第 1 1条 第 7条 第 1項 の規定によ り甲が この契約 を解除 し、又は表示 と地を買い戻 した と

きは、甲は、この契約に基づ き乙が甲に支払 うべき使用料相 当額、違約金その他の金銭

債務 と甲が乙に支払 うべき金銭債務 とを、その対当額につき相殺す るもの とす る.

(頼疵担保)

第 1 2条  表 示土地に隠れた戦症がある場合は、民法 (明治 2 9年 法律第 8 9号 )第 5 7 0

条の規定にかかわ らず、平成 2 5年 1 1月 1日 までに乙が甲に通知 したものに限 り、甲

がその責めを負 うもの とす る。

2  別 記 2物 件 目録 に表示す る事項についての取扱いは、次の各号の とお りとす る。

一
 甲 は盛 上、枠石等及び杭 について、乙に対 し、その敏去義務等の一切の責めを負わ

ない もの とす る.

二 甲 は、油分について、大学整備及び通常の土地利用において支障が生 じると認め ら

れた場合には、乙との協議 において、その取 り扱いについて決定す るもの とす る。

(上壌汚染)

第 1 3条 表 示土地の引渡 日以後、この契約の締結 日における土壌汚染対策法 (平成 1 4年

法律第 5 3号 )第 6条 第 1項 第 1号 に定める基準又はその他関係法令 (条例 を含む。)

に定める基準 (以下 「関係法令の基準」 とい う。)に 適合 しない土壌汚染の存在が判明

した場合の費用負担は、次のとお りとする。



一 土 壌汚染の調査に係る費用は、原則 として乙の負担 とする。

二 検 出された有害物質に係る土壌汚染対策法又はその他関係法令 (条例を含む。)に

準拠 した対策費用は、甲及び乙はその方法を協議 し、決定するものとする。 この場合

における対策工事に必要 とされる対策費用は、平成 2 5年 1 1月 1日 までに甲に通知

したものに限り、甲はその責めを負 うものとする。

二 甲 及び乙は、前号に規定する対策工事の方法及び甲が負担する対策費用を決定 した

ときは、契約を締結 し、工事の完了確認及び費用の支払方法等に係る事項について定

めるものとする。

2  表 示土地において、この契約の締結 日以後所轄官庁の指導又は法令の改正若 しくは変

更等により新たに土壌汚染調査又は対策工事等が必要となったときは、当該調査又は当

該対策工事等に要する費用は、原則 とし才て乙の負担 とする。

3  第 ユ項に基づく甲の費用負担の取扱いについては、別紙のとお りとする。

(引波 t/後の地中障害物)

第 14条  01濃 博以後、表示土地において別記 2物 件 日録に表示する事項以外の地中障害物

の存在が判明した場合、乙は、直ちに甲に通知 し、甲は、速やかに地中障害物の存在を

確認するものとし、この場合における紙去に係る甲及び乙の費用負担は、次のとお りと

する。

一 甲 及 び乙は、地中障害物の撤去に係る工事 (以下 「撤去I事 」 とい う。)の 方法を

協議 ヒ″、決定するものとする。 この場合における紙去に係る費用は、平成 25年 11

カ 上田までに甲に通知 したものに限り、甲はその責めを負 うものとする。

三 甲 及び乙は、前号に規定する撤去:I事の方法及び甲が負担する徹去費用を決定 した

ときは、契約を締結 と、 L~事の完了確認及び費用の支払方法等に係る事項について定

めるものとする。

2 前 項に基づく甲の費用負担の取扱いについては、別紙のとお りとする。

( 公表 )

第 1 5条  甲 及び乙は、 この契約の内容 について公表できるものとす る。

(登記)

第 1 6条  甲 は、乙が第 3条 に規定す る支払いを完了 し夕たときは、速やかに、この契約 に基

づき表示土地の所有権移転の登記及び買戻 しの特約の登記を行い、乙はこれに協力す る



ものとする。

2  前 項の所有権の移転登記及び買戻 しの特約の登記に要する費用は甲が、買戻 しの特約

の登記抹消に要する費用は乙が、それぞれ負担するものとする。

3  乙 は、買戻権が設定された士地が合筆又は分筆されたときは、設定された当初の譲渡

代金を合筆又は分筆後の面積に応 じて合算又は接分 した額を合筆又は分筆後の各土地

の売買代金 とする買戻権変更登記に同意するものとする。

4  表 示土地に設定された買戻 しの特約の登記を乙が抹消することができる時期は、建築

物の検査済証の提出を甲が受けた日以後 とする。

(返還金の受領場所 )

第 1 7条  逐」は、この契約 に基づ き甲が乙に対 して返還すべき金銭債務があるときは、甲の

指定す る場所において これを受領す るもの とす る。

(疑義の決定)

第 1 8条 こ の契約に関 して疑義を生 じたときは、甲乙協議によるものとし、甲乙間に権利

義務の争いがあるときは東京地方裁判所を第一審の管轄裁判所 とするものとする.

この契約の締結の証 として、本書 2通 を作成 し、甲乙記名押印の上、各 自 1通 を保有

する.

平成 2 3年 1 1月 1日

譲渡人 甲    東 京都葛飾区立石五丁目 1 3番 1号

葛飾区

葛飾区長   青  木   克  徳

譲受人 乙    東 京都新宿区神楽坂一丁 目3番 地

学校法人 東 京理科大学

理 事 長  塚 本  桓 世



別 記

1土 地 言録 (別添 1  確 定図参照)

士地 の所在

地  番

3602零 卜招

■理量 ・分筆|し

た―後‐ti‐地番確定

東京都葛飾区新宿六丁 目

大学

整備

用地

宅 地 6 、 2 4 2

大学 の用途 に供

す る用地

4 9 tr成23年 11月 1日

2物 件 F録

盛 !モ、砕 石竿

杭

式

・未収 去物図に表示 され る杭及び建物 の

位 置は、施 「: 誤共 を含むt

' おじ添 2 未 収 去物 図 と現状に差具があると

きは、現状 を優先す るもの とす る.

・表示土地の■壌に含まれる油分は末収

去物 として取 り扱 う。γ卜:多〉 一
式





別 紙

第 12条 から第 14条 までの規定の運用については、下記のとお りとする。

1 .甲 の費用負担

第 1 2条 から第 1 4条 までに規定する破症担保等については、平成 2 5年 1 1月

1日 までに乙が甲に通知 したものに限 り、甲はその責めを負 うものとする。

2 .第 1 3条 の上壌汚染及び第 1 4条 の引渡 し後の地中障害物について

甲の負担する第 1 3条 に規定する対策費用及び第 1・4条 に規定する散去費用は、

原則として甲の積算に基づくものとし、これによりがたいときは、その状況により

佃別に定めるものとする。
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